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申請者は、竜巻随伴事象として、過去の他地域における竜巻被害状況及び本発

電所のプラント配置から想定される事象として、火災、溢水、外部電源喪失を抽

出している。

火災については、屋外にある危険物タンク等からの火災を想定し、火災源と竜

巻防護施設の位置関係を踏まえて熱影響を評価した上で､竜巻防護施設の許容温

度を超えないように防護対策を講じる方針としている。なお、詳細については、

「Ⅲ－4．2．3外部火災に対する設計方針」にて記載する。

また、竜巻防護施設を内包する建屋内に飛来物が侵入する場合でも、建屋開口

部付近に安全機能を損なう可能性のある発火性又は引火性の物質を内包する機

器はなく、火災防護計画により適切に管理する方針としている。

溢水については、屋外タンク等からの溢水を想定し、溢水源と竜巻防護施設の

位置関係を踏まえた影響評価を行った上で､竜巻防護施設の安全機能が損なわれ

ないよう必要に応じた防護対策を講じる方針としている。なお､詳細については、

「Ⅲ－7溢水による損傷の防止等（第9条関係)」にて記載する。

外部電源喪失については、ディーゼル発電機を竜巻防護施設として設定し、そ

の安全機能が損なわれないように防護する設計とする方針としている。

規制委員会は、申請者の設計が、竜巻ガイドを踏まえたものであり、危険物タ

ンク等と竜巻防護施設の位置関係を本発電所の図面等により確認する等、竜巻随

伴事象の影響を適切に設定した上で､その竜巻随伴事象に対して竜巻防護施設の

安全機能が損なわれない設計とする方針としていることを確認した。

Ⅲ－4．2．2火山の影響に対する設計方

第6条第1項及び第2項は､想定される火山事象が発生した場合においても安全

施設の安全機能が損なわれないように設計することを要求している。

このため、規制委員会は、以下の項目について審査を行った。

1．原子力発電所に影響を及ぼし得る火山の抽出

2．原子力発電所の運用期間における火山活動に関する個別評価

3．原子力発電所への火山事象の影響評価

4．火山活動に対する防護に関して、設計対象施設を抽出するための方針

5．降下火砕物による影響の選定

6．設計荷重の設定

7．降下火砕物の直接的影響に対する設計方針

8．降下火砕物の間接的影響に対する設計方針

63



各項目についての審査内容は以下のとおり。

1．原子力発電所に影響を及ぼし得る火山の抽出

火山ガイドは、原子力発電所に影響を及ぼし得る火山の抽出について、地理的

領域にある第四紀火山の完新世における活動の有無を確認するとともに､完新世

に活動を行っていない火山については過去の活動を示す階段ダイヤグラムを作

成し、将来の火山活動可能性が否定できない場合は、個別評価対象とすることを

示している。

申請者は、本発電所に影響を及ぼし得る火山の抽出について、以下のとおりと

している。

（1）文献調査等の結果より敷地から半径160kInの地理的領域内にある42の第

四紀火山のうち、完新世に活動を行った火山として、鶴見岳、由布岳、九重

山、阿蘇及び阿武火山群の5火山を抽出した。

（2）完新世に活動を行っていない火山について、階段ダイヤグラムを作成し、

最後の活動からの経過期間等から35火山を将来の活動性がないと評価し、

将来の活動可能性が否定できない火山として2火山を抽出した。

規制委員会は、申請者が実施した本発電所に影響を及ぼし得る火山の抽出は、

階段ダイヤグラムの作成等により過去の火山活動履歴を評価して行われている

ことから、火山ガイドを踏まえていることを確認した。

2．原子力発電所の運用期間における火山活動に関する個別評価

火山ガイドは、原子力発電所に影響を及ぼし得る火山について、原子力発電所

の運用期間における火山活動の可能性を総合的に評価し、可能性が十分小さいと

判断できない場合は､火山活動の規模及びその火山事象の影響評価を実施するこ

とを示している。

申請者は、本発電所の運用期間における火山活動に関する個別評価について、

以下のとおりとしている。

（1）原子力発電所に影響を及ぼし得る火山及び火山フロントと敷地との位置関

係より、敷地まで十分に離隔距離があることから、溶岩流、岩屑なだれ、地

滑り及び斜面崩壊、新しい火口の開口並びに地殻変動については、本発電所

に影響を及ぼす可能性は十分に小さいと評価した。

（2）火砕物密度流に関しては、阿蘇以外の火山については、火山活動の履歴や

敷地までの離隔距離等から評価すると考慮する必要がない。阿蘇は、その噴

火履歴から約9万～8.5万年前の阿蘇4噴火が大型のカルデラを形成する噴

火（以下「巨大噴火」という｡）の中で最大とされ、火砕流堆積物は九州北
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部及び中部並びに山口県南部の広い範囲に分布する。敷地に近い佐田岬半島、

また敷地周辺での地質調査の結果では、阿蘇4火砕流堆積物は確認されてお

らず、敷地まで達していないと評価した。

（3）また、現在の阿蘇山の活動は、Nagaoka(1988)を参考にすると後カルデラ

火山噴火ステージと判断されること、SudoandKong(2001)によると地下6km

に小規模なマグマ溜まりは認められるものの、大規模なマグマ溜まりは認め

られないこと、高倉ほか（2000）によると阿蘇カルデラの地下10km以浅に

マグマと予想される低比抵抗域は認められないこと、三好ほか（2005）によ

ると大規模な流紋岩質～デイサイト質マグマ溜まりは想定されていないこ

と、また、国土地理院による電子基準点の解析結果によると基線変化は認め

られないことから、現在のマグマ溜まりは巨大噴火直前の状態ではなく、今

後も、現在のステージが継続するものと判断されることから、運用期間中の

噴火規模については、後カルデラ火山噴火ステージである阿蘇山での既往最

大噴火規模を考慮する。また、阿蘇山起源の火砕流堆積物の分布は阿蘇カル

デラ内に限られることから、本発電所に影響を及ぼす可能性はないと評価し

た。

（4）このように、本発電所の運用期間における火山活動に関する個別評価を行

った結果、阿蘇は後カルデラ火山噴火ステージでの既往最大規模、それ以外

の火山は既往最大規模の噴火を考慮しても、本発電所に影響を及ぼさないと

評価した。

規制委員会は、申請者が実施した本発電所の運用期間における火山活動に関す

る個別評価は、活動履歴の把握、地球物理学的手法によるマグマ溜まりの存在や

規模等に関する知見に基づいており、火山ガイドを踏まえていることを確認した。

また、規制委員会は、申請者が本発電所の運用期間に設計対応不可能な火山事

象が本発電所に影響を及ぼす可能性は十分に小さいと評価していることは妥当

であると判断した。

3．原子力発電所への火山事象の影響評価

火山ガイドは､原子力発電所の運用期間中において設計対応不可能な火山事象

によって、安全性に影響を及ぼす可能性が十分小さいと評価された火山について、

それが噴火した場合､原子力発電所の安全性に影響を与える可能性のある火山事

象を原子力発電所との位置関係から抽出し、その影響評価を行うことを示してい

る。

申請者は、設計対応不可能な火山事象以外の火山事象の影響評価について、以

下のとおりとしている。

65



（1）火山性土石流、火山泥流及び洪水、火山から発生する飛来物（噴石)、火

山ガス、津波及び静振、大気現象、火山性地震とこれに関連する事象並びに

熱水系及び地下水の異常の影響については、文献調査、地質調査等の結果か

ら、本発電所への影響はないと評価した。

（2）文献調査及び地質調査の結果から、敷地付近で厚さ5cmを超える降下火山

灰はいずれも九州のカルデラ火山を起源とする広域火山灰であり、地下構造

に関する文献によると現在の九州のカルデラ火山のマグマ溜まりは巨大噴

火直前の状態ではないため、発電所運用期間中に同規模の噴火の可能性は十

分低く、これらの降下火砕物が敷地に影響を及ぼす可能性は十分に小さいと

評価した。

（3）九重山を給源とする九重第一軽石は、四国南西端の宿毛市で火山灰が確認

されている。宿毛市における地質調査の結果、厚さ20cmの九重第一軽石を

確認できるが、水流による再堆積層と判断できること、敷地周辺の宇和盆地

の連続した細粒堆積物中に九重第一軽石と対応する火山灰層は認められな

いこと、九重第一軽石の分布の長軸は四国南西端方向であることから、敷地

付近における火山灰の降下厚さは、ほぼ0cmと評価した。また、文献調査の

結果及び活動履歴等の検討結果を踏まえ、九重第一軽石と同規模の噴火規模

を考慮し、須藤ほか（2007）の噴出量2.03k㎡及び長岡・奥野(2014)の噴

出量6.2k,n3のケースで､移流拡散モデルを用いたシミュレーションを実施し

た結果、降下火砕物の最大層厚は14cmであった。

（4）以上の検討から､敷地における降下火砕物の最大層厚を15cmと設定した。

降下火砕物の粒径及び密度は、文献調査及び地質調査結果を踏まえ設定した。

粒径は調査の結果1mm以下が主体であったことを踏まえlmm以下､密度は乾

燥密度を0.59/c㎡、湿潤密度を1.59/c㎡と設定した。

規制委員会は、審査の過程において、九重山を対象とした降下火山灰シミュレ

ーションによる降下火砕物の厚さと既往文献による火山灰等層厚線図との整合

性を検討して評価することを求めた。

これに対して、申請者は噴出量2.03km3に加えて噴出量6.2km3のケースでも降

下火山灰シミュレーションを行い、降下火砕物の影響評価を示した。

規制委員会は、申請者が実施した設計対応不可能な火山事象以外の火山事象の

影響評価については、文献調査、地質調査等により、本発電所への影響を評価す

るとともに、数値シミュレーションによる降下火砕物の検討も行っていることか

ら、火山ガイドを踏まえていることを確認した。
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4．火山活動に対する防護に関して、設計対象施設を抽出するための方針

降下火砕物によって安全施設の安全機能が損なわれないようにするために必

要な設備を設計上対処すべき施設(以下この節において｢設計対象施設｣という｡）

として抽出する方針が示されることが必要である。

申請者は、降下火砕物の影響を設計に考慮する施設として、安全重要度分類指

針で規定されているクラス1，クラス2及びクラス3に属する構築物、系統及び

機器を抽出する方針としている。このうち、クラス1及びクラス2に属する施設

で建屋に内包される構築物、系統及び機器についてはこれらの施設を内包する建

屋、屋外に設置されている施設、降下火砕物を含む海水及び空気の流路となる施

設並びに外気を取り入れた屋内の空気を機器内に取り込む機構を有する施設を

設計対象施設としている。また､クラス3に属する施設及びその他の施設のうち、

降下火砕物の影響によりクラス1及びクラス2に属する施設に影響を及ぼす可

能性がある施設を設計対象施設としている。それ以外のクラス3に属する施設に

あっては、降下火砕物による影響を受ける場合であっても、代替設備があること

などにより安全機能が損なわれないことから設計対象施設として抽出しない方

針としている。

規制委員会は、申請者による設計対象施設を抽出するための方針が、安全重要

度分類指針に従って、降下火砕物によって安全機能が損なわれるおそれがある構

築物、系統及び機器並びに上位クラスへ影響を及ぼし得る施設について、火山ガ

イドを踏まえて降下火砕物の特徴を考慮した上で､適切に抽出するものとしてい

ることを確認した。

5．降下火砕物による影響の選定

降下火砕物に対する防護設計を行うためには､設計対象施設の安全機能に及ぼ

す影響を選定することが必要である。この選定に当たっては、火山ガイドにおい

て、降下火砕物が直接及ぼす影響（以下「直接的影響」という｡）とそれ以外の

影響（以下「間接的影響」という｡）をそれぞれ選定することを示している。

（1）直接的影響

申請者は、降下火砕物の特徴から荷重、閉塞、摩耗、腐食、大気汚染、水質

汚染及び絶縁低下を設定した上で、外気吸入の有無等の特徴を踏まえ、直接的

影響の主な因子として、構造物への静的負荷及び粒子の衝突、化学的影響（腐

食)、水循環系の閉塞、内部における摩耗及び化学的影響（腐食)、機械的影響

（閉塞、摩耗)、化学的影響（腐食)、発電所周辺の大気汚染及び計装盤の絶縁

低下を選定している。
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（2）間接的影響

申請者は、降下火砕物が原子力発電所に間接的に与える影響について、外部

電源の喪失及び本発電所へのアクセスの制限といった本発電所外で生じる影

響を選定している。

規制委員会は、申請者による降下火砕物の直接的影響及び間接的影響の選定が、

火山ガイドを踏まえたものであり、降下火砕物の特徴及び設計対象施設の特徴を

考慮していることを確認した。

6．設計荷重の設定

降下火砕物に対する防護設計を行うためには、その堆積荷重に加え、火山事象

以外の自然事象や設計基準事故時の荷重との組合せを設定する必要がある。

申請者は、降下火砕物に対する防護設計を行うために、個々の設計対象施設に

応じて常時作用する荷重､運転時荷重との組合せを適切に考慮する設計としてい

る。火山事象以外の自然事象による荷重との組合せについては、同時発生の可能

性のある風（台風）及び積雪を対象としている。さらに、設計基準事故時の荷重

との組合せを適切に考慮する設計としている。

規制委員会は、申請者による設計荷重の設定が、設計対象施設ごとに常時作用

する荷重、運転時荷重等を考慮するものとしていることを確認した。

なお、同時発生の可能性のある風（台風）及び積雪の組合せについては「Ⅲ一

4．3自然現象の組合せ｣、設計基準事故時の荷重との組合せについては「Ⅲ

－4．4大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自然現象に対する重要

安全施設への考慮」で記載している。

7．降下火砕物の直接的影響に対する設計方針

降下火砕物の直接的影響によって安全機能が損なわれない設計方針とする必

要がある。

（1）安全機能を有する構築物等の健全性の維持（荷重）に対する設計方針

申請者は、設計対象施設のうち降下火砕物が堆積する建屋及び屋外施設につ

いて、設計荷重が許容荷重に対して余裕を有することにより、構造健全性を失

わず安全機能を損なわない設計方針としている。また、降下火砕物の粒子の衝

突の影響が考えられるが、竜巻における砂等の飛来物の評価に包絡されるとし

ている。
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規制委員会は、申請者の設計について、設計荷重が許容荷重に対して安全裕

度を有することにより構造健全性を失わず安全機能が損なわれない方針とし

ていることを確認した。

（2）外気取入口からの降下火砕物の侵入に対する設計方針

申請者は、屋外に連通する開口部を有する設計対象施設について、降下火砕

物が侵入し難い設計方針とするとともに、塗装を行うとしている。中央制御室

は、降下火砕物により大気汚染が本発電所で発生した場合、外気を遮断するた

め換気空調系の閉回路循環運転等を実施できる設計とした上で、酸素濃度及び

二酸化炭素濃度について影響評価を実施し、居住性を確保する設計方針として

いる。

規制委員会は、申請者の設計が、降下火砕物や設計対象施設の特徴を踏まえ

て、降下火砕物の侵入による機械的影響（閉塞、摩耗）に対する対策として、

平型フィルタ等の設置や換気空調系の停止により、安全施設の安全機能が損な

われないようにするとともに、原子炉制御室にあっては閉回路循環運転により

居住性を確保する方針としていることを確認した。

（3）その他の降下火砕物が及ぼす影響に対する設計方針

申請者は、降下火砕物による構造物への化学的影響（腐食)、水循環系の閉

塞、内部における摩耗及び化学的影響（腐食)、電気系及び計装制御系に対す

る機械的影響（閉塞、摩耗）及び化学的影響（腐食）等によって、以下のとお

り安全機能が損なわれないように設計するとしている。

①構造物への化学的影響（腐食）

設計対象施設である建屋及び屋外施設は、外装塗装等を実施し、降下火

砕物に含まれる腐食性ガスによる化学的影響（腐食）に対して、安全機能

が損なわれないように設計するとしている。

②水循環系の閉塞、内部における摩耗及び化学的影響（腐食）

設計対象施設である水循環系を有する施設は、降下火砕物の粒径に対し

て、その施設の狭院部に十分な流水幅を設け閉塞しないように設計すると

している。降下火砕物の性状の変化による閉塞については、降下火砕物が

粘土質でないため考慮する必要はないとしている。また、降下火砕物から

海水に溶出した腐食性成分による腐食に対しては、塗装又は耐食性を有す

る材料の使用等により影響を及ぼさないように設計するとしている。摩耗

については、降下火砕物の硬度が砂よりも低くもろいことから、日常保守

管理等により補修が可能としている。

③電気系及び計装制御系に対する機械的影響（閉塞、摩耗）及び化学的影
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響（腐食）

電気系及び計装制御系の設計対象施設は、外気と遮断された全閉構造等

により機械的影響（閉塞、摩耗）を受けず、また塗装等により化学的影響

（腐食）を受けないように設計するとしている。

④その他の影響

設計対象施設への直接的影響としては、上記の①から③の他に、水質汚

染の影響については、設計対象施設の構造上、有意な影響を受ける可能性

がないとしている。

また、電気系及び計装制御系の計装盤は、絶縁低下しないように外気取

入口にフィルタを設置する等により空調管理された場所に設置するとし

ている。

規制委員会は、申請者の設計が、降下火砕物の特徴を踏まえ、設計対象施設

に与える化学的影響、機械的影響その他の影響に対して、安全機能が損なわれ

ない方針としていることを確認した。

（4）降下火砕物の除去等の対策

申請者は、設計対象施設に、長期にわたり静的荷重がかかることや化学的影

響（腐食）が発生することを避け、安全機能を維持するために、降下火砕物の

降灰時の除灰等の対応を適切に実施する方針としている。

規制委員会は、申請者が、降下火砕物の除去等について、除灰作業等に必要

な資機材を確保するとともに、手順等を整備する方針としていることを確認し

た。

以上のとおり、規制委員会は、申請者が、降下火砕物の直接的影響により安全

機能が損なわれないとしており、この設計方針が火山ガイドを踏まえていること

を確認した。

8．降下火砕物の間接的影響に対する設計方針

火山ガイドは、降下火砕物による間接的影響として長期間の外部電源の喪失及

び交通の途絶を想定し、外部からの支援がなくても、原子炉及び使用済燃料プー

ルの安全性を損なわないように対応が取れることを示している。

申請者は、原子炉及び使用済燃料ピット(X')の安全性を損なわないように

ディーゼル発電機の7日間の連続運転により、電力の供給を可能とする設計とし

(X')使用済燃料貯蔵槽、使用済燃料貯蔵プールに対して申請者が用いている名称。
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ている。ディーゼル発電機の設計については「Ⅲ－15保安電源設備（第33

条関係)」において記載する。

規制委員会は、申請者の設計が、降下火砕物の間接的影響として外部電源喪失

及び交通の途絶を想定し、ディーゼル発電機、燃料油貯油槽及び重油タンクを備

え、ディーゼル発電機の7日間の連続運転を可能とするため、重油移送配管によ

り燃料の輸送を確実に行う運用とするとしており、この方針が火山ガイドを踏ま

えたものであることを確認した。

、－4． 負． 3 外部火災に対する詔計方

第6条第1項から第3項は､敷地及び敷地周辺で想定される自然現象及び人為事

象による火災等（以下「外部火災」という｡）が発生した場合においても、その影

響によって､安全施設の安全機能が損なわれないように設計することを要求してい

る。

このため、規制委員会は、以下の項目について審査を行った。

1．外部火災に対して、設計上対処すべき施設を抽出するための方針

2．考慮すべき外部火災

3．外部火災に対する設計方針

（1）森林火災

（2）近隣の産業施設の火災・爆発

（3）発電所敷地内における航空機落下等による火災

（4）ばい煙及び有毒ガス

各項目についての審査内容は以下のとおり。

1．設計上対処すべき施設を抽出するための方針

外部火災に対して、安全施設の安全機能が損なわれないような設計方針を策定

するに当たり、外部火災の影響を受け得る施設を抽出する必要がある。

申請者は､安全施設が外部火災によって発生する火炎及び輻射熱の直接的影響

並びにばい煙等の二次的影響を受けた場合において、原子炉施設の安全性を確保

するため、安全重要度分類指針に基づき、設計上対処すべき施設（以下「外部火

災防護施設」という｡）として、クラス1，クラス2に属する構築物、系統及び

機器を抽出する方針としている。このうち、建屋に内包される構築物、系統及び

機器については､建屋を外部火災防護施設として抽出する方針としている。なお、

クラス3に属する構築物、系統及び機器については、代替設備等による必要な機
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